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 A . 研究目的
国際的なマスギャザリングは、様々な国の人が
集うことであり、こうした場においては感染症や
様々な健康危機が起こりえることが報告されてい
る。本研究では、国際的なマスギャザリングにお
ける感染症などの危機管理のあり方を明らかにす
ることを目的とする。すでに外国人旅行者の増加
やイベントの実施において、国際的なマスギャザ
リングの機会は増えているが、そうした場合の対
応について十分な議論は我が国では明らかにされ
ていない。
研究の最終的な目標としては、これらの事例か
ら共通のエッセンスを得て、今後の我が国におけ
る国際的なマスギャザリングにおける感染症リス
クマネジメントの考え方を明らかにする。
本研究期間（ 3 年間）の計画は以下の通りであ
る。
初年度である平成30年度は、様々な国際的なマ

スギャザリングにおける事例を検討し、どのよう
な対応が効果的であったかを明らかにすることで
あった。また、準備などを行った場合にどのよう
な事態が発生するかについても検討を行うことで
あった。
今年度、2 年目（平成31年度、令和元年度）は、
これらの事例から共通のエッセンスを明らかに
し、我が国における感染症リスクマネジメントに
おける考え方を明らかにする。
国際的なマスギャザリングについては、まだま
だ事例の報告はあるものの、共通した考え方など
は十分に示されていない。またアジア諸国のエビ
デンスは少なく、またとりまとめも少ない。これ
まで、エボラウイルス感染症流行時などにおいて、
近隣諸国におけるマスギャザリングを開催するこ
とについてのどのような議論があったかについて
報告がなされているが、アジアでは事例が少ない。
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研究要旨
国際的なマスギャザリングは、様々な国の人が集うことであり、こうした場においては感染症や
様々な健康危機が起こりえることが報告されている。本研究では、国際的なマスギャザリングにお
ける感染症などの危機管理のあり方を明らかにすることを目的とする。
令和元年度は、これまでの事例から共通のエッセンスを明らかにし、我が国における感染症リス
クマネジメントにおける考え方を明らかにする。また、東京オリンピック2020を事例に、具体的な
対応について検討することを目的とした。
東京オリンピックに向けて、大会が行われる東京を中心とする関東だけでなく、ホストタウンや
キャンプ地も含め全国的に健康危機管理が求められる。なんらかの健康に関する問題が発生した場
合には、通常よりも世界中に悪く報じられる可能性がある。事前のキャンプなどで地域にアジアや
アフリカからの選手が来るなら、デング熱やマラリアの検査がどの医療機関で行えるか確認する必
要があり、検査できる医療機関がなければ確保する必要がある。健康危機については様々な事象を
想定して、地域でどのように意思決定をするかを考えておく必要がある。こうした取り組みは、今
後の我が国の健康危機への対応能力のさらなる向上につながり、それをレガシー（遺産）として残
すことも求められている。
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 B . 研究方法
平成30年度の文献レビューなどをもとに、今年
度は自治体の現場訪問ならびに講演による教育支
援などを行った。現場における課題を明らかにす
るとともに、対策の実行可能性についても検討し
ながら、東京オリンピックにおける対応について
とりまとめた。

 C . 研究結果と D.   考察
オリンピックの危機管理に関連してマスギャザ
リングという言葉が一般的になってきた。
マスギャザリングとは、日本集団災害医学会（現
日本災害医学会）が、「一定期間、限定された地
域において、同一目的で集合した多人数の集団」
と定義している。マスギャザリングはお祭り、音
楽祭、初詣など日常的に行われている。しかし、
オリンピックはそのなかでも注目度が高く、なに
か起きた場合の影響が大きく、そして国際的であ
るという点からして最も難易度が高いマスギャザ
リングともいえる。マスギャザリングは、健康や
医療に係わる体制のストレステストだとする考え
方もある。
マスギャザリングの分類においては、オリン
ピックは計画的に、4 年ごとに反復性を伴って変
化する場所で行われるイベントである。オリン
ピックでは、前の大会からの経験が受け継がれる
という利点がある。しかしながら、前回のリオオ
リンピックからは健康危機管理についてはあまり
受け継がれていなかったのは残念である。日本も、
次の2024年のパリ大会にきちんと経験が伝えられ
るようにしなければならない。単発の例では、日
本では即位の礼があった。また、自然発生的に発
生するマスギャザリングで、難民キャンプや抗議
運動などは様々な健康リスクがさらに起こりえる。

東京オリンピックを想定した健康危機リスク
健康危機リスクとしては、表 1 に示したような
ものがリスクとして考えられる。これらは、
WHOのマスギャザリングに関するガイドから筆
者が抜き出し、抄訳したものである1）。
いくつかのリスクを具体的に紹介する。
オリンピックはスポーツイベントであるため、
観客や選手は攻撃的な雰囲気になり、暴力や乱闘

が発生する可能性はないわけではない。また、聖
火リレーなどにおいてこれまでも政治的な意図な
どがあり、暴力が発生したことが報道されている。
観客は、熱狂し、興奮し、心血管イベントのリ
スクが高まる。例えば、サッカーのワールドカッ
プドイツ大会では、テレビを見ている観客におい
て自国の試合中に心血管イベントが普段よりも高
かったことが報告されている2）。
オリンピックの会場で喫煙については厳しく禁
煙が徹底されるようだが、飲酒は容認されるよう
である。過剰の飲酒、または飲酒に関連した転倒
などのリスクがある。
性感染症も国際的なマスギャザリングによって
広がるリスクとしては認識されているが、ロンド
ンオリンピックでの報告では、特に前後を比較す
るなかでは増えてはいなかったということで
あった3）。
熱中症と感染症のリスクはこの後詳述する。
屋外競技も多いことがあり、都市から離れた場
所でも試合が開催される。蜂やムカデなどの昆虫
や、ダニなどの問題も場所によっては健康リスク
となるであろう。

東京オリンピックにおける感染症拡大のリスクの
想定
東京オリンピックは、2020年の 7 月24日から 8

月 9 日に、そしてパラリンピックが 2 週間ほどあ
けて 8 月25日から 9 月 6 日に行われる。この期間
に、海外からの渡航者が多く日本を訪れることに
よって感染症が海外から流入、または、流行する
リスクはどのくらいあるだろうか4）。
こうしたリスクの想定は容易ではない。しかし、
いくつかの前提条件などから考えることはできる。
例えば、この時期に、どういう人が日本を訪れる
かを考えてみる。ロンドンオリンピック等の事例
も参考にすると、オリンピックの期間は、通常、
航空券の値段が上がり、ホテルの確保も平時より
も難しくなる。すでに大会期間中の都内のホテル
の価格は普段の数倍ともいわれている。そのため、
多くの訪問者の所得は比較的高いことが想定され
る。こうした人達は、健康管理も行き届き、ワク
チン接種もしていることが多いと考えられる。
では、平時とも言える、今の感染症のリスクは
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どうであろうか。すでに平時において海外からの
旅行者が年間3,000万人を超えている。安価な航空
券で日本に来れるようになり、アジアを中心に多
くの旅行者が日本を訪問している。そうしたこと
もあってか海外からの渡航者をきっかけとした麻
しんなどの流行が、すでに日本でおきている。ま
た、日本人が海外を訪問して現地で麻疹に感染す
ることも珍しくない。2019年は、東京都で発症が
確認された麻疹の感染した国としてはベトナム、
フィリピン、ミャンマー、モルディブ、インドネ
シア、ロシアなどがあげられた5）。こうした国に
旅行や出張で訪問して、感染して発症した場合は

職場や地域で流行が拡大する可能性がある。
オリンピック期間中に、海外からの渡航者が多
く訪れることによってなんらかの感染症が流行す
るリスクは、平時である今と比較すると同程度か、
むしろ少し低くなるとも考えられないことはな
い。しかしながら、アウトブレイクなどの体制整
備は当然必要である。
感染症に関してさらに困ることとしては、オリ
ンピックの期間中や、その直前に、なんらかの感
染症の事案が日本や東京で発生した場合である。
世界中のメディアが大会に注目していることもあ
り、小さなことでも大きく報じられる可能性があ

表 1 . 東京オリンピックを想定したイベントの特性に応じたリスク1）

イベントの種類 スポーツ ●	潜在的に攻撃的雰囲気
●	負傷と暴力のリスク
●	心血管イベントのリスク
●	飲酒と薬物使用のリスク
●	性感染症のリスク
●	脱水症，高体温，低体温のリスク

活動レベル 着席 ●	施設が不十分な場合に崩壊のリスク

起立 ●	傷害，参加者の疲労のリスク

期間 1カ月 ●	感染症のリスク
●	公衆衛生システムへの負担の持続期間増加

環境因子

季節 夏 ●	脱水症，熱中症/高体温のリスク

参加者の特性

参加者の出身 国内 ●	健康リスクに対する無頓着/脆弱性の認識不足
●	輸入された感染症に対する潜在的に低い免疫力

国際 ●	疾患の輸入/輸出リスク
●	医療システムに不慣れであることによる医療へのアク
セスの遅れのリスク

●	経験不足による医療機関などでの病原体検出の遅れの
リスク

●	熱，寒さ，高度，汚染などの環境リスクに慣れていな
い者へのリスク

●	予防接種未接種あるいは脆弱な者に対する感染症
●	参加者の免疫力の程度が不明

参加者の密度 高密度 ●	感染症のリスク
●	集団外傷イベントのリスク

参加者の健康状態 高齢者または慢性疾患患者 ●	非感染症のリスク
●	高度の保健サービスが必要となるかもしれない

障害者 ●	地域の基幹施設が十分でない可能性がある
●	特別なケアを必要とする
●	緊急事態への準備には計画立案が必要である

会場特性

会場 屋内 ●	空気循環不良

屋外 ●	衛生，食物および水の準備が不十分である可能

制限された場（囲われている） ●	過密
●	感染症の拡大

制限されていない場 ●	地理的分布によりサービスを出席者の近くに配置する
ことが困難

都市から離れた場所 ●	医療サービス、特に高度ケアへの距離が遠い
●	動物および虫との接触の可能性が高い

*筆者により抄訳と改編
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る。その対応ができるようなコミュニケーション
や冷静な判断力が必要となる。

2019年 8 月にも、コンゴ民主共和国に訪問した
埼玉県の70歳代女性が高熱を呈し、エボラウイル
ス感染症疑いであったことが報じられた6）。結果
的にはエボラウイルス感染症ではなかったが、こ
うした事態が大会中に発生した場合には、今以上
に大きく報じられ、様々な対応が求められる可能
性もある。

国際的なスポーツ大会と感染症の事例
国際的なマスギャザリングであるスポーツ大会
の過去を振り返ると感染症に関する事例がない訳
ではない。
韓国での2018年ピョンチャンオリンピック冬季
競技大会においては、警備などを担当した人の間
でノロウイルスの集団感染があり、メディアを通
して国際的に報じられた7）。担当部局である韓国
のCDCに、その後、筆者がインタビューしたと
ころでは、ノロウイルスの集団感染の対応事態は、
それほど難しくは無かったということであった。
こうした報道がある前は、オリンピックの組織委
員会などにおいて感染症対策があまり話題に
なっておらず、対策も十分に進められなかったそ
うだ。しかし、この報道の後は、感染症対策に注
目が集まり、必要な介入がしやすくなったという
ことであった。たとえば、これをきっかけに各国
のチームドクターを集めて、毎日会合ができるよ
うになったそうである。
なお、その事例を伝えるタイム誌の記事は、

「Norovirus Is Spreading Like Crazy at the 

2018 Winter Olympics」のようにcrazyとまで大
きく報じられている。また、選手の間でもノロウ
イルスの感染があり、報道された7）。英国のBBC

は「Winter Olympics: Swiss athletes hit by 

norovirus outbreak」と報じ、先の警備担当者
のノロウイルス感染の事例を踏まえて報道してい
た8）。
その他の事例としては、1998年のフランスの
ユーロカップでのレジオネラ感染、2006年のドイ
ツでのFIFAワールドカップにおけるノロウイル
ス感染、2010年のカナダのバンクーバーでの冬季
オリンピックにおける麻疹などがあげられる9）-11）。

こうしたイベントの時期には、サーベイランスが
強化されていることもあり、アウトブレイクが特
定されやすくなる。

ロンドンオリンピック・パラリンピックでの教訓
ロンドンで2012年に開催されたオリンピック・
パラリンピックにおいては、推定1,100万人の観
客が訪れた。開催の 7 年以上前から健康危機対策
を計画し、国内はもちろんのこと、WHO等の国
際機関と連携を行い、リスク評価ならびに対策が
検討された。特にサーベイランスの強化には力が
入れられ、既存のシステムの分析と報告を週毎か
ら日毎とし、オリンピック会場での受診データの
追加などがなされた12）。死亡率データの日毎の分
析、集中治療室の報告システム、症候群サーベイ
ランス（一般開業医、救急）が行われた。
大会期間中に様々な事例の報告がされたが、英
国健康保護庁の状況報告に記載された疾患は、例
年の夏期と同様に、胃腸炎（食中毒）とワクチン
予防可能な疾患（水痘）、呼吸器（レジオネラ）
であった。これらは平時からの公衆衛生対策に
よって対応された。選手に関連する事例について
は、大会組織委員会と緊密に連携した。なお、大
きな問題はなかったものの、風評（うわさも含め
て）の管理には多くの時間を有したとしている。

Kononovasらは、ロンドンオリンピックに関
連した担当者らのインタビューをもとに医療体制
についての教訓を次のようにまとめている13）。
1. 早めの計画と関係者間の信頼関係作りにより
それぞれの役割を明確にし、その責任と期待され
る活動に合意する。2. 選手や関係者の適切な医
療提供体制を確保する。オリンピック会場の内部
の医療需要がほとんどであり、外部の医療機関で
は明らかな増加は見られなかった。3. 健康リスク
に備える。消化器系疾患（食中毒）が最も起こっ
たが発生率はとても低い。4. 安全（治安）リス
クに備える。最も多くのリソースを必要とする。
5. オリンピックに関わる人の採用と会場出入り
などの許可の認証は最も複雑な管理タスクであ
り、遅れや間違いが起こりやすい。6. パラリン
ピックはオリンピックと比較すると規模は小さい
が特別な医療体制が求められる。
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感染症のリスク評価の必要性
厚生労働省健康局結核感染症課は都道府県など
に対して、平成29年10月 5 日に事務連絡を出し、
オリンピックに向けての感染症リスク評価を行う
手順書を示している14）。地域で感染症診療の役割
を期待されている医療機関では、都道府県や市町
村とも連携しながら、地域におけるリスク評価を
行ってはどうであろうか。こうした取り組みによ
り地域の中で医療関係者や行政の顔の見える
ネットワークが広がり、感染症対策でなく様々な
医療面において、さらなる連携構築がはかれれば
と考えている。
感染症のリスク評価にあたっては、輸入例の増
加、感染伝播の懸念、大規模事例の懸念などの軸
で検討する。リスクが高い感染症としては、麻し
ん、風しん、侵襲性髄膜炎菌感染症、中東呼吸器
症候群、食中毒を起こす細菌類があがることが例
として示されているが、ぜひ自治体や地域でそれ
ぞれ検討をしていただきたい。また、体制を強化
するために、必要に応じて予算の提案や確保など
も計画的に進めたいものである。

全国的に求められる取り組み
東京オリンピックが、ロンドンやピョンチャンで

のオリンピックと比較して健康危機対応を検討す
る上で大きく異なるのは、大会が様々な場、つまり
広域で行われることである。ロンドンやピョンチャ
ンは比較的会場がコンパクトにまとめられていた
ため、体制構築がやりやすかったようである4）。
東京オリンピックの競技が行われるのは、東京
を中心とした関東地域の他に、いくつかの都市で
サッカーや野球などの試合が行われる。こうした
大会が行われる地域だけでなく、実は全国的に対
策に取り組まなければならない。その理由は、ホ
ストタウンとキャンプ地である。大会の前後にお
いて、交流やキャンプなどで全国の自治体におい
て選手や関係者の受け入れや交流が行われる。ど
この国を受け入れるかは、国や自治体のサイトで
すぐに見つけることができる。
ホストタウンやキャンプ地などでは、オリンピア

ンと呼ばれる出場する選手など大会におけるVIP

が訪問する。こうした方々が地域に訪問した際に、
発熱をしたり、具合を悪くした場合にはどこの医療

機関が受け入れをするのか、自治体の中で話し合
いを事前にして、手順を決めておく必要がある。
例えば、アフリカのある国をホストタウンで受
け入れる場合には、アフリカで今でも感染リスク
があるマラリアについて考慮する必要がある。ま
た、東南アジアの国を受け入れるのであれば、デ
ング熱を考慮する必要がある。マラリアやデング
熱は、現地では比較的ありふれた病気ではあるが、
日本では、特に地方都市において、経験が少ない
ため診断ができる医療機関があまりなかったりす
る。週末も含めてどのような医療体制が確保でき
るかを、ホストタウンとして検討することが求め
られている。なお、インドシナ半島のベトナムや
タイでは、7 月から 8 月は現地は雨期で、デング
熱が一番流行する時期である、またインフルエン
ザもこの時期に流行する。こうした訪問者の現地
の医療情報も、担当する医師は確認しておきたい。
感染症の診断ならびに検査ができる施設を分類
し、重点的な機能強化を図ることは必須である。
特に、海外からの旅行者の熱発で、隔離が必要な
疾患や熱帯感染症の対応ができる体制の構築につ
いては、各自治体における関係機関等の調整のみ
ならず、机上や実践の訓練なども行っておく必要
がある。また、初期診療をする医療機関での経験
も少ないと考えられるため、診断や治療などにつ
いて追加で情報提供を行うことが必要である。さ
らに、平時の検査態勢を充実することはもちろん
であるが、最終診断にあたっては、地方衛生研究
所、または国立感染症研究所での対応が必要にな
る感染症も少なくない。自治体によっては、固有
の地方衛生研究所がない、あるいは地方衛生研究
所で一部の感染症の検査ができないこともある。
各自治体において行える検査能力の確認や、対応
の拡充が重要と考えられる。また、国立感染症研
究所との連携を強化すること、並びに、国立感染
症研究所の受け入れ態勢の強化も重要である。国
際的な流行状況の変化に伴い、対応が急に大きく
変わることも想定されるため、国際機関や国の専
門機関と連携して世界の流行状況を把握すること
も必要である。
東京オリンピックに関与する自治体では、保健
部局がこうした予防・診断・治療の体制を確認し、
医療機関と情報共有の上、関係部局との調整を図
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ることが重要である。例として、アフリカからの
選手やその関係者が、オリンピック前のキャンプ
である自治体を訪れ熱発した場合、マラリアの検
査と治療が必要になるかもしれない。それぞれの
地域で対応可能な医療機関や検査体制が確保され
ていないと、マラリアの検査のためだけに何時間
も病院を探す事態が起こりえる。イベント期間中
は、自治体などで感染症診療に関するホットライ
ンなどを開設し、一般の医療機関においても、患
者の円滑な受診や、専門医などと医師が相談や連
携ができるような体制を構築することも効果的な
対策となる可能性がある。集約的な感染症専門医
療体制に加えて、こうした地域での感染症診療能
力の向上が、イベント期間中の感染症発生に対す
る速やかな診断やアウトブレイクの検出、効果的
な治療の実施につながると考えられる。現在、蚊
媒介感染症専門医療機関の指定が各地でされてい
るが、感染症専門医のいる医療機関との連携など、
こうした具体的な対応を各自治体が調整し、文書
化することが重要であり、さらには対応に関する
訓練を行うことが必要である。

「不安」に対応できるよう訓練を
エボラウイルス感染症の患者がコンゴ民主共和
国などで最近も報告されているが、2014年の西ア
フリカでの流行はまだ記憶にあたらしい。また、
世界保健機関（WHO）は、2019年 7 月18日、コ
ンゴ民主共和国におけるエボラ出血熱の発生状況
が「国際的に懸念される公衆衛生上の緊急事態
（PHEIC: Public Health Emergency of Inter-

national Concern）」に該当する旨を宣言した。
コンゴ民主共和国から隣国のウガンダ共和国でも
患者が拡大していることも確認されている。これ
らの国や近隣の国からも選手が当然ながら日本に
来る。もしこれらの国からの訪問者が発熱したと
なると、受け入れる医療機関においては、エボラ
ウイルス感染症の可能性について不安になる職員
もいるであろう。さらに、そういう可能性につい
て地元のメディアが必要以上に報じる可能性もあ
るだろう。日本に病原体が持ち込まれるリスクも
さることながら、むしろ実際に対策を必要とする
のはこうした「不安」に対してかもしれない。現
場での具体的な手順を定め、場合によっては訓練

も行っておかなければ、患者受け入れで混乱が生
じる可能性がある。医療機関が受け入れを拒否し
たりするような事態を選手や、関係者に経験させ
る訳にはいかない。

健康危機における自治体における意思決定のあり
方
オリンピックに関連する健康危機においては
様々な意思決定が必要となる。たとえば、大会前
のキャンプ中のオリンピック選手の中に、下痢症
状がある者がいることがわかり、どうやらノロウ
イルスの可能性もある。そうした情報を、これか
ら彼らが入る東京オリンピックの選手村の健康危
機担当班と共有するのか、しないのかという意思
決定はどうするか。また、保健所などが関与する
かどうかの意思決定はどうするか。
ある事前キャンプ地においてボランティアでオ
リンピック選手の通訳をしていた日本人が昨日、
子供から感染したであろう手足口病を発症した。
その事実を、これまで通訳で接していた選手たち
に伝えるのか、伝えないのか。では、手足口病で
はなく、麻疹だったら伝えるのか、伝えないのか。
接触した選手の麻疹の抗体検査やワクチン接種歴
を確認するのかしないのか。水痘だったらどうす
るのか。特に大会前で、コンディションに影響す
るとなると国際問題にもなりえる。そうした意思
決定を求められる危機感を、現場ではまだまだあ
まり感じないのは筆者だけであろうか。ぜひとも、
一度机上でも訓練をして、意思決定のあり方につ
いて議論しておきたい。

選手の感染症対策
選手が大会中に感染症を発症する可能性はあ
る。北京オリンピックの際には、シンクロナイズ
ドスイミングのある選手が大会の直前に水痘を発
症した。水に入る競技においては他の人も感染さ
せる可能性があることから、もう 1 名選手が水痘
を発症した際には、感染が拡大している可能性が
あるとしてオリンピックに出せないという判断が
あったそうである4）。実際には、追加の感染者は
出ず、オリンピックに出場することができ、メダ
ルを獲得できた。
またロンドンオリンピックでは、選手村に入る
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直前に、キャンプ地からある選手がノロウイルス
に感染しているという情報があり、選手村に入る
のを延期したなどの対応があった。またボートの
選手の間で水痘の患者が確認され、他の選手のワ
クチン接種歴を母国に問い合わせるなどの対応も
行ったようである4）。
こうした、選手の感染症対策は、発症の情報を
どのように得るかということも課題になる。多く
の国はチームドクターが随行しているが、必ずし
も感染症が専門という訳ではないし、国の威信を
かけていることもあり、感染症による症状があっ
ても隠したいという意識が働く可能性がある。ロ
ンドンオリンピックでの教訓としても、こうした
情報が公衆衛生当局に共有されるのが遅くならな
いように様々な対策を行ったようである。わが国
においても、地域の保健所などがどのように関わ
れるかなどは、まだ具体的にはされていないよう
である。
また、個別の事例に対して様々な難しい意思決
定が求められるであろう。エビデンスはもちろん
参照するが、様々な要因も含めた検討が必要とな
る。最も難しい判断は大会への出場をさせないと
いうことであろう。これは、選手だけでなく、出
身国との関係にも大きく影響する可能性がある。
一方で、オリンピックにおいて感染を拡大させな
いことも当然ながら重要となる。こうした感染症
対策に関わる意思決定をどのようにするかを、大
会においてはもちろんのこと、医療機関の医師、
行政も含めて検討をしておく必要があると考えて
いる。

オリンピックに向けたわが国の風疹・麻疹対策の
推進
我が国の感染症対策として、風疹、麻疹の対策
をオリンピックまでの残りの期間にもう少し進め
たい。現在は、40歳から57歳の男性に対して、風
疹の抗体検査と、検査に応じたワクチン接種の
クーポンが自治体から個人に配布されている。抗
体検査のアクセスなどは選択肢が広がり、居住地
でない医療機関や、職場の定期健康診断において
も活用できるようになっている。
接種率などのデータはまだ示されていないが、
接種の機会として期待されている職場での定期健

康診断での実施は非常に困難であることが現場か
ら報告されている。健診機関にとっては、検査を
希望する人が少なく、また検査の対象者の名前を
間違えてしまった場合のリスクが大きいと考えて
おり、健診の場では対応できないとする健診機関
も少なくないようである。労力の割には健診機関
の利益も少ないことも背景にあるようだ。
対象年齢の多くは働いているため、産業医を通
じて周知するということも行うべきであるが、労
働者の半数以上は、産業医が働いていない事業所
に勤務している。そのため、外来などにおいても
対象年齢の男性には積極的な声かけなどをしてい
くことが接種者の増加に不可欠である。また、メ
ディアや地域での講演の機会にも積極的に話題に
していく必要がある。

選手の医療機関受診希望への対応
オリンピックをホストする条件には、選手や関
係者などの医療は「無料」で提供することが入っ
ている。大会が行われる地域の医療機関でもそう
した体制整備が求められることになる。
当然、東京の選手村には診療所が開設され、無
料で医療が提供されることになっている。しかし、
東京オリンピックは広域で開催されるため、地方
都市でも慣れない対応が求められる。サーフィン
は、筆者の所属先のある千葉県の一宮町の釣ヶ崎
海岸で開催されるが、医療サービス、特に重傷者
の対応などが必要になった場合の搬送などについ
ても十分に検討しておく必要がある。なお、観客
の具合が悪くなった場合は、会場であれば中に設
置されるクリニックへアクセスが確保されること
になっているが、いったん会場の外に出たなら、
それぞれ個人や地域での対応となる。観客も多国
籍となることからこうした比較的外国人が来ない
ような場所においても医療機関では多言語での対
応ができるようになっておく必要がある。
また、こうした「無料」の医療で最も人気があ
るのが歯科と眼科である。選手村の医療施設では
無料で行う予定のようである。特に低所得国の選
手などのニーズが高いようである。
注意が必要なのは、事前キャンプ地などでの医
療費の負担については無料ではないことである。
選手の中には、おもてなしの一貫としてキャンプ



-  154  -

地やホストタウンが負担してくれると思っている
可能性がないわけではない。これらのやや私的な
治療の他に、急病になった場合の医療費の保険な
どの活用は、事前に協議をしておかなければなら
ない。この件についてもあまり話題になっていな
いようで筆者は心配している。

おわりに
東京オリンピックまで、半年程度である。それ
ぞれの立場や地域において取り組みを検討した
い。オリンピックを機会に様々な面において改善
することが進められている。これらの取り組みは、
今後の我が国の健康危機への対応能力のさらなる
向上につながり、それをレガシー（遺産）として
残すことも求められている。
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